
貸 借 対 照 表

平成３０年 ３月３１日

(単位 円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

土 地 3,214,414,750 3,214,414,750 0 

建 物 1,983,396,461 1,759,628,868 223,767,593 

構 築 物 8,658,591 11,165,109  △ 2,506,518 

教育研究用機器備品 64,972,089 93,228,507  △ 28,256,418 

管理用機器備品 11,028,267 11,184,025  △ 155,758 

図 書 81,774,447 89,586,318  △ 7,811,871 

建 設 仮 勘 定 20,412,000 0 20,412,000 

退 職 給 与 引当特定資産 113,880,000 113,880,000 0 

固定資産購入引当特定資産 95,625,624 395,625,624  △ 300,000,000 

固定資産修繕引当特定資産 514,828,206 524,828,206  △ 10,000,000 

恒常的 支払 引当特定資産 266,980,890 257,980,890 9,000,000 

減価償却資産取換引当資産 3,307,788,080 3,307,788,080 0 

第２号基本金引当特定資産 3,697,269,726 3,697,269,726 0 

第３号基本金引当特定資産 542,500,000 542,500,000 0 

電 話 加 入 権 1,038,248 1,038,248 0 

有  価  証  券 75,149,419 75,149,419 0 

長 期 貸 付 金 250,000 68,000 182,000 

現 金 預 金 554,833,279 524,202,277 30,631,002 

未 収 入 金 253,220,670 7,217,003 246,003,667 

資産の部合計 ( 14,808,020,747) ( 14,626,755,050) ( 181,265,697)

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 ( 1,997,748,900) ( 2,184,653,965) (△ 186,905,065)

長 期 借 入 金 1,352,930,000 1,566,560,000  △ 213,630,000 

退職給与引当金 644,818,900 618,093,965 26,724,935 

短 期 借 入 金 213,880,000 214,480,000  △ 600,000 

未 払 金 64,676,392 53,624,267 11,052,125 

前 受 金 119,150,000 112,650,000 6,500,000 

預 り 金 66,369,052 71,229,331  △ 4,860,279 

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 ( 12,393,108,848) ( 11,843,138,043) ( 549,970,805)

第１号 基本金 8,111,339,122 7,561,368,317 549,970,805 

第２号 基本金 3,697,269,726 3,697,269,726 0 

第３号 基本金 542,500,000 542,500,000 0 

第４号 基本金 42,000,000 42,000,000 0 

注記 1.重要な会計方針

  （１）引当金の計上基準

○徴収不能引当金

・・・未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

但し、現存の未収入金はすべて回収確実であるため、徴収不能引当金は計上していない。

○退職給与引当金

・・・退職金の支給に備えるため、自己都合退職による期末要支給額 644,818,900円の全額を引当計上している。

  （２）その他の重要な会計方針

○有価証券の評価基準及び評価方法

・・・移動平均法に基づく原価法である。

○所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

・・・リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
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貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

○預り金に係る収支の表示方法

・・・預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.重要な会計方針の変更等。

なし

3.減価償却額の累計額の合計額 3,635,388,224円

4.徴収不能引当金の合計額 0円

5.担保に供されている資産の種類及び額

校地、東京都品川区北品川３－１９５－１他２１筆、計６，６２８．７０㎡

6.翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 1,566,560,000円

7.当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資産を有していない場合のその旨と対策

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他の財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

  （１）有価証券の時価情報

(単位 円)

①総括表 当年度（平成３０年３月３１日）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの                  0              0 0    

（うち満期保有目的の債券）       (         0)   (         0)   (        0)

時価が貸借対照表計上額を超えないもの      5,422,571,942  5,360,061,490   -62,510,452

（うち満期保有目的の債券） （5,422,571,942）（5,366,061,490） （-62,510,452）

合 計       5,422,571,942  5,360,061,490   -62,510,452

    （うち満期保有目的の債券） （5,422,571,942）（5,360,061,490） （-62,510,452）

時価の無い有価証券 0

総 合 計      5,422,571,942

②明細表 当年度（平成３０年３月３１日）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

債券  4,498,612,953    4,489,192,273  -9,420,680    

株式 0 0  0

投資信託 123,958,989  70,869,217  -53,089,772

貸付信託                                              0                0               0

その他 800,000,000 800,000,000  0

合計 5,422,571,942  5,360,061,490   -62,510,452

時価の無い有価証券 0

有価証券合計   5,422,571,942

有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。なお、外貨建て金銭債権については、期末時の為替

相場により円換算している。

  （２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次の

とおりである。

平成21年4月1日以降に開始したﾘｰｽ取引

リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 10,521,516  3,396,403

管理用機器備品  4,332,624    871,816

合 計 14,854,140  4,268,219
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